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１．ユニバーサルサービス収支の算定対象となるサービス・料金と対応する費用について

・加入者回線設備に係る減価償却費、保守費等の費用

・加入者交換機等の加入者対応設備に係る減価償却費、保守費等の費用

（ＮＴＳコストといいます。）

・窓口・１１６の受付、料金の請求･収納等に関する費用

緊急通報

第一種
公衆電話

電

話

サ

ー

ビ

ス

＜ 具 体 的 な サ ー ビ ス ・ 料 金 ＞ ＜サービス・料金に対応した費用の主な内容＞

（例） [月額･回線]

加入電話（単独電話）

３級局・事務用 2,500円（税抜）
〃 住宅用 1,700円（税抜）

－１－

基本料（回線使用料）

・加入電話からの緊急通報に必要な交換機及び伝送装置等の設備に係る

減価償却費、保守費等の費用

その他

緊急通報

その他

無料

無料

第二種
公衆電話

・第一種公衆電話からの左記の通話に必要な公衆電話機、加入者回線、交

換機及び伝送装置等の設備に係る減価償却費、保守費等の費用

・第一種公衆電話の利用に必要なテレホンカード等に係る費用（注１）

（市外通信等）

（通話料・工事料・付加機能使用料等）

：ユニバーサルサービス収支の算定対象となるサービス・料金

（注２）

・第一種公衆電話からの緊急通報に必要な公衆電話機、加入者回線、交

換機及び伝送装置等の設備に係る減価償却費、保守費等の費用

市内通信

昼夜間 56.0秒10円（税込）

公
衆
電
話

ワ
イ
ヤ
レ
ス
固
定
電
話

（例） [月額･回線]

３級局・事務用 2,500円（税抜）

〃 住宅用 1,700円（税抜）

緊急通報

（通話料・工事料・付加機能使用料等）その他

基本料（回線使用料）

・ワイヤレス固定電話からの緊急通報に必要な交換機及び伝送装置等

の設備に係る減価償却費、保守費等の費用

・ワイヤレス固定電話の回線終端装置等に係る減価償却費、保守費等

の費用

・窓口・１１６の受付、料金の請求･収納等に関する費用

（注１）戸外における最低限の通信手段の確保のため、市街地にあっては概ね500ｍ四方、その他の地域にあって

は概ね1ｋｍ四方に一台を基準に設置しています。なお、2032年3月31日までの間に、市街地にあっては

概ね1ｋｍ四方、その他の地域にあっては概ね２ｋｍ四方に一台となるよう撤去を進めております。

（注２）公衆電話の利用が多く見込まれる場所に、利用の実態に応じて設置しています。



（参考）ユニバーサルサービスの提供に必要な電気通信設備の費用について

（１）加入電話・基本料

①加入者回線設備

－２－

加入者回線設備

メタル収容装置

MDF

とう道 マンホール

電柱

保安器

管路
加入者ケーブル

お客様宅

（注） MDF＝主配線盤

ﾓｼﾞｭﾗｰ
ｼﾞｬｯｸ

当社通信ビルからお客様宅までの加入者ケーブル､電柱、

管路等を指します。

※施設設置負担金とあわせて費用を回収しています。

通信ビル

伝送装置



－３－

局設置ＲＴ～加入者
交換機間中継伝送路

ＲＴ
ビル

加入者回線設備

加入者交換機等の
加入者対応設備
（ＮＴＳコスト）

加入者交換機

き線点ＲＴ

局設置RT

ＳＬＩＣ

ＬＸＭ ＬＸＭ

加入者交換機等の
通信量対応設備
（ＴＳコスト）

（注）ＳＬＩＣ

Subscriber Line Interface Circuit
の略で、加入者交換機に設置される
お客様を直接収容するインターフェ
イス装置をいう。

ＲＴ

Remote Terminalの略で、交換局から
遠隔設置し、お客様を直接収容する
伝送装置をいう。

ＬＸＭ

Subscriber Line Cross(X) Connect 
Moduleの略で、光ファイバケーブル
に収容されるお客様を交換機に振り
分ける装置をいう。

ＴＳコスト

Traffic Sensitive Costの略で、通
信量の増減に依存する費用をいう。

ＮＴＳコスト

Non-Traffic Sensitive Costの略で、
回線数の増減に依存する費用をいう。

○ 基本料で賄う加入者交換機等の加入者対応設備に係る費用（ＮＴＳコスト）について

（2011年度以降は、ＮＴＳコストの内、一部の費用※を除いた総額を接続料（通話料）から基本料に付替えています。）
※局設置ＲＴ～加入者交換機間伝送路の一部の費用



（２）ワイヤレス固定電話・基本料

－４－

お客様宅

TA
携帯電話網

SIM

NTT西日本網 ◎

基本料



（３）緊急通報

○緊急時において、警察機関・海上保安機関・消防機関に無料で通報できるサービスです。

※ユニバーサルサービスにおいては、加入電話、ワイヤレス固定電話及び第一種公衆電話からの発信が対象

－５－

警察機関（１１０番）

消防機関（１１９番）

海上保安機関（１１８番）

通信ビル

警察機関収容ビル

（出典）警察庁ホームページ

海上保安機関収容ビル

消防機関収容ビル

（出典）海上保安庁ホームページ

（出典）消防庁ホームページ

MDF

メタル収容装置

伝送装置

MDF伝送装置

メタル収容装置



（４）第一種公衆電話

警察機関（110番）

海上保安機関（118番）

消防機関（119番）

○第一種公衆電話から発信される通信のうち市内通信、及び緊急通報が、ユニバーサルサービスとされています。

－６－

第一種公衆電話

制御端末受付台

同一ＭＡ内

市内通信 緊急通報 その他 ※2

※2 市外通信

通信ビル

MDF

メタル収容装置

伝送装置

通信ビル 通信ビル 通信ビル

NGN網



２．ユニバーサルサービス収益・費用の算定について

・電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）及び電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政省令第２５号、以下施行

規則という）に基づき、ユニバーサルサービスの提供に係る収支状況を示すものとして、ユニバーサルサービス収支

表を作成しております。

・第１表のユニバーサルサービスの収益は、お客様にご利用いただいたサービスの料金を直接計上しております。

・第１表のユニバーサルサービスの費用は、当社の営業、保守等の業務及び電気通信設備等に係る費用をもとに、施行

規則に定める方法に従い、適正なコストドライバを用いて把握しています。

・第２表については、２０２３年１１月に認可された交付金等に基づく金額を記載しております。

※ユニバーサルサービス収支の実態把握のため、第１表では、交付金、ユニバーサルサービス料及び負担金を除いております。

－７－

○ ユニバーサルサービス収支表（第１表）の算定における収益・費用の整理について

ユニバーサル
サービス収支の
算定対象となる
サービス

電
気
通
信
事
業
に
係
る
収
益
・
費
用

加入電話

第一種公衆電話

・電気通信事業に係る収益・費用を、電気通信事業法施行規則に基づいて以下のサービスの別に整理しています。

＜ 主 な サ ー ビ ス ＞

・加入電話の基本料（回線使用料）及び緊急通報

・第一種公衆電話の市内通信及び緊急通報

・加入電話の通信料、ＩＳＤＮの基本料及び通信料

・公衆電話料（第一種公衆電話の市内通信及び緊急通報を除く）

・高速ディジタル伝送サービス等の専用料

・データ伝送サービスの利用料

・他事業者からの接続料（第一種公衆電話の市内通信及び緊急通報を除く） 等

＜ サ ー ビ ス 区 分 ＞

ユニバーサル
サービス収支の
算定対象外の
サービス

ワイヤレス固定電話 ・ワイヤレス固定電話の基本料（回線使用料）及び緊急通報



○ 第１表の各サービス別費用の把握方法について

－８－

＜業務及び設備に係る費用の主な内容＞

電

気

通

信

事

業

に

係

る

営

業

費

用

減価償却費・固定資産除却費
電気通信設備

に係る費用

営業業務に

係る費用

保全業務に係る費用

管理共通業務に係る費用

お客様からの注文受付

に係る業務

料金請求・収納に係る業務

オーダー処理に係る業務

＜費用の把握に用いる
主なコストドライバ＞

回線数等を加味した

正味固定資産価額

稼働時間

稼働時間

請求項目数

上記支出額

回線数等を加味した

取得固定資産価額

テレホンカードの販売に

係る業務

加入電話・基本料

加入電話・緊急通報

第一種公衆電話・市内通信

第一種公衆電話・緊急通報

その他

トラヒック

・設備管理部門費用
・設備利用部門費用

・設備管理部門費用
・設備利用部門費用

・設備管理部門費用
・設備利用部門費用

・設備管理部門費用
・設備利用部門費用

＜設備管理部門、
設備利用部門へ区分＞

設備管理部門へ直接賦課

各費目毎に設備管理部門、

又は設備利用部門へ賦課

各費目毎に設備管理部門、

又は設備利用部門へ賦課

主に設備利用部門へ直接

賦課

（注）2008年3月の電気通信事業法施行規則の改正により、営業費用を設備管理部門と設備利用部門に区分しております。

ワイヤレス固定電話・基本料

ワイヤレス固定電話・緊急通報

・設備管理部門費用
・設備利用部門費用

・設備管理部門費用
・設備利用部門費用



－９－

営業利益営業費用営業収益役務の細目

交付金
※算定自己負担額は含まない

交付金
※算定自己負担額は含まない

１ 交付金

ユニバーサルサービス料・
ユニバーサルサービス制度への

当社負担費用に係る接続料加算料

（ＮＴＴ西日本番号単価分）

ユニバーサルサービス料・
ユニバーサルサービス制度への

当社負担費用に係る接続料加算料

（ＮＴＴ西日本番号単価分）

２ 当該適格電気通信事業者

の算定自己負担額

ユニバーサルサービス料・
ユニバーサルサービス制度への

当社負担費用に係る接続料加算料
（ＮＴＴ東日本番号単価分）

－ 支援機関への拠出額

支援機関への拠出額

ユニバーサルサービス料・
ユニバーサルサービス制度への

当社負担費用に係る接続料加算料
（ＮＴＴ東日本番号単価分）

３ 負担金

計

○ ユニバーサルサービス収支表（第２表）の収益、費用の把握方法について

（注）上記の第２号表における各項目については、2023年11月認可の交付金に係るものです。



３．ユニバーサルサービス収支の状況

（単位：百万円）

－１０－

（注）法令上、緊急通報に係る収益は費用から差し引いて記載することとされております。

第１表

うち設備
利用部門

費用

うち設備
利用部門

費用

うち設備
利用部門

費用

うち設備
利用部門
費用

うち設備
利用部門

費用

うち設備
利用部門
費用

うち設備
利用部門

費用

113,439 － 113,361 － － － 74 － － － 4 － － －

152,556 33,374 150,582 33,278 76 4 1,597 14 5 0 295 77 0 0

１．営業費 28,134 28,134 28,053 28,053 3 3 12 12 0 0 66 66 0 0

２．施設保全費 73,893 － 72,998 － 38 － 847 － 3 － 8 － 0 －

３．共通費 3,017 567 2,990 566 2 0 22 0 0 0 2 1 0 0

４．管理費 6,770 2,491 6,722 2,483 3 0 35 1 0 0 9 7 0 0

５．試験研究費 1,762 900 1,751 900 2 0 4 1 0 0 6 0 0 0

６．減価償却費 23,047 1,118 22,809 1,115 18 0 215 1 1 0 4 2 0 0

７．固定資産除却費 4,730 64 4,317 64 4 0 407 0 1 0 0 0 0 0

８．通信設備使用料 386 － 179 － 1 － 8 － 0 － 198 － 0 －

９．租税公課 10,817 99 10,763 98 4 0 49 0 0 0 1 0 0 0

10．収益の控除 △ 0 － － － △ 0 － － － △ 0 － － － △ 0 －

△ 39,117 － △ 37,222 － △ 76 － △ 1,523 － △ 5 － △ 291 － 0 －

加入電話 第一種公衆電話

緊急通報基本料 緊急通報 市内通信

ワイヤレス固定電話

基本料 緊急通報

Ⅰ．営業収益

Ⅱ．営業費用

Ⅲ．営業利益



－１１－

（単位：百万円）第２表

営業収益 営業費用 営業利益 摘要

　交付金 2,530 - 2,530 支援機関からの交付金（他社負担分）

　当該適格電気通信事業者の算定自己負担額 160 - 160 お客様負担のユニバ料（ＮＴＴ西日本分）

　負担金 238 249 △ 11
収益：お客様負担のユニバ料（ＮＴＴ東日本）
費用：支援機関に支払う負担金

計 2,929 249 2,680

役務の細目



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法（※）費用科目に計上される費用の内容費用科目

電気通信役務の提供に関する申込受付、電気通信役
務の料金の収納等の業務に係る費用

◎営業費

・受付に要したサービス別稼働時間比で配賦１１６等における受付等に係る費用○注文受付

・営業活動に要したサービス別稼働時間比で配賦大口法人のお客様に対する営業活動に係る費用（電
話の増設、廃止、移転等の応対に係る費用を含む）

○顧客営業
（法人）

・営業活動に要したサービス別稼働時間比で配賦上記以外のお客様に対する営業活動に係る費用（電
話の増設、廃止、移転等の応対に係る費用を含む）

○顧客営業
（その他）

・顧客営業のサービス別支出額比で配賦顧客営業の技術サポートに係る費用○システムサポート

・オーダー処理費用：オーダー処理に要したサービス
別稼働時間比で配賦

・契約者管理費用：サービス別回線数比で配賦

電話等の営業業務に係るオーダー処理費用及び契約
者管理費用

○販売サポート
（一般営業）

・特約店に支払う取次手数料：サービス別に直接把握

・オーダー処理費用：オーダー処理に要したサービス
別稼働時間比で配賦

電話等の特約店に支払う取次手数料及び特約店の営
業業務に係るオーダー処理費用

○販売サポート

（一般営業（特約店
等））

※ 取得固定資産価額比・正味固定資産価額比に用いるサービス別の固定資産価額の把握方法は、別紙「ユニバーサルサービスの固
定資産価額の把握方法について」を参照

４．個別の費用項目ごとのユニバーサルサービス費用の把握方法について

－１２－



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・サービス別トラヒック比で配賦テレホンカードの販売管理業務等に係る費用○販売サポート
（公衆電話）

・サービス別料金請求項目数比で配賦電話料金等の受入業務に係る費用○出納

・サービス別処理データ量比で配賦

通話料割引サービスに係る費用はソフトウェア使用料に基
づいて把握し、通話料に帰属

電話等の料金計算業務等に係る費用○料金
（料金計算）

・サービス別料金請求項目数比で配賦

請求書郵送費は、請求書に同封される印刷物の発行枚数
〔重量を加味〕に基づいて、サービス別に配賦

電話等の請求書の編集、作成及び発行業務等に係る
費用

○料金
（請求書編集等）

・サービス別料金請求項目数比で配賦電話等の料金督促、回収業務等に係る費用○料金
（料金督促・回収)

・お客様相談センタ：サービス別相談件数比で配賦

・ﾊﾛｰｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ：紙面のサービス別占有面積比で配賦

・報道対応：報道発表及び取材対応のサービス別件数
比で配賦

・広告、宣伝：サービス別に費用を直接把握

お客様相談センタ・報道対応等の広報活動及び
テレビ、新聞等の広告・宣伝に係る費用

○広報
（広報・宣伝）

・営業部門のサービス別支出額比で配賦営業部門における企画業務に係る費用○企画
（一般営業）

－１３－



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・営業部門のサービス別支出額比で配賦各営業業務に共通して発生する費用○共通営業

電気通信設備の保全業務に係る費用◎施設保全費

・加入者線路設備（メタルケーブル）に係る費用は、
当該設備のサービス別取得固定資産価額比で配賦

・加入者線路設備（光ファイバ）に係る費用は、当該
設備のサービス別取得固定資産価額比で配賦

・市内中継線路設備に係る費用は、当該設備のサービ
ス別取得固定資産価額比で配賦

加入者線路設備（加入者ケーブル等）及び市内中継
線路設備（市内中継ケーブル等）の保守に係る費用

○一般施設保全
（市内線路）

・市外線路設備のサービス別取得固定資産価額比で

配賦

市外線路設備（ケーブル等）の保守に係る費用○一般施設保全
（市外線路）

・土木設備のサービス別取得固定資産価額比で配賦土木設備（管路、マンホール、とう道等）の保守に
係る費用

○一般施設保全
（土木設備）

・公衆電話設備のサービス別取得固定資産価額比で

配賦

公衆電話の保守に係る費用○一般施設保全
（公衆電話）

・主配線盤のサービス別取得固定資産価額比で配賦主配線盤（ＭＤＦ）の保守に係る費用○一般施設保全
（市内機械・主配線
盤）

－１４－



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・端末系交換設備のサービス別取得固定資産価額比
で配賦

端末系交換設備の保守に係る費用○一般施設保全
（市内機械・端末系交

換設備）

・加入者系半固定パス伝送装置のサービス別取得固
定資産価額比で配賦

加入者系半固定パス伝送装置（ＬＸＭ）の保守に
係る費用

○一般施設保全
（市内機械・主配線盤

～端末系交換設備伝
送路）

・中継系交換設備のサービス別取得固定資産価額比
で配賦

中継系交換設備の保守に係る費用○一般施設保全
（市外機械・中継系
交換設備)

・信号網設備のサービス別取得固定資産価額比で

配賦

信号網設備の保守に係る費用○一般施設保全
（市外機械・信号網

設備)

・無線機械設備のサービス別取得固定資産価額比で
配賦

無線機械設備の保守に係る費用○一般施設保全
（無線機械）

・伝送機械設備(ＲＴ装置)のサービス別取得固定資
産価額比で配賦

伝送機械設備（ＲＴ装置）の保守に係る費用○一般施設保全
（伝送機械・ＲＴ装

置）

－１５－



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・伝送機械設備(共通伝送機械)のサービス別取得固
定資産価額比で配賦

伝送機械設備（共通伝送機械）の保守に係る費用○一般施設保全
（伝送機械・共通伝
送機械）

・衛星通信系無線機械設備のサービス別取得固定資
産価額比で配賦

衛星通信系無線機械設備の保守に係る費用○一般施設保全
（衛星通信設備）

・電力設備のサービス別取得固定資産価額比で配賦電力設備の保守に係る費用○一般施設保全
（電力）

・監視設備のサービス別取得固定資産価額比で配賦監視設備の保守に係る費用○一般施設保全
（監視設備）

・機械設備（主配線盤等）の故障修理に係る費用は、
当該設備のサービス別取得固定資産価額比で配賦

・線路設備の故障修理に係る費用は、当該設備の
サービス別取得固定資産価額比で配賦

故障修理の手配及び確認試験等に係る費用○一般施設保全
（試験受付）

・保全部門のサービス別支出額比で配賦保全部門における車両維持費用○一般施設保全
（車両維持費）

・保全部門のサービス別支出額比で配賦保全部門における企画業務に係る費用○一般施設保全
（企画）

・線路設備に係る保全部門のサービス別支出額比で
配賦

線路の保全上必要な共架料、補償料等の費用○一般施設保全

（一般施設保全共通
線路共通）

－１６－

・



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・機械設備及び線路設備のサービス別取得固定資産価
額比で配賦

各保全業務に共通して発生する費用○一般施設保全

（一般施設保全共通
保全共通）

共通業務に係る費用◎共通費

・建物のサービス別取得固定資産価額比で配賦支店等における建物の維持管理に係る費用○一般共通
（建物）

・営業部門及び保全部門のサービス別支出額比で配賦支店等における事業企画業務に係る費用○一般共通
（事業企画）

・営業部門及び保全部門のサービス別支出額比で配賦支店等における総務業務に係る費用○一般共通
（総務）

・営業部門及び保全部門のサービス別支出額比で配賦支店等における厚生業務及び労務業務に係る費用○一般共通
（厚生）

・営業部門及び保全部門のサービス別支出額比で配賦支店等における人事業務に係る費用○一般共通
（人事）

・営業部門及び保全部門のサービス別支出額比で配賦支店等における経理業務に係る費用○一般共通
（経理）

－１７－

・



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・建設工事に伴うもの:サービス別の当年度取得固定
資産価額比で配賦

・損益工事に伴うもの:当年度で支出されるサービス
別資材取扱額比で配賦

通信網用物品に係る資材業務に係る費用○資材
（一般資材・

通信網資材）

・建設工事に伴うもの:サービス別の当年度取得固定
資産価額比で配賦

・損益工事に伴うもの:当年度で支出されるサービス
別資材取扱額比で配賦

新品在庫品の検査に係る費用○資材
（品質検査）

・建設工事に伴うもの:サービス別の当年度取得固定
資産価額比で配賦

・損益工事に伴うもの:当年度で支出されるサービス
別資材取扱額比で配賦

通信網用物品に係る購買業務に係る費用○資材
（購買・通信網購買)

・建設工事に伴うもの:サービス別の当年度取得固定
資産価額比で配賦

・損益工事に伴うもの:当年度で支出されるサービス
別資材取扱額比で配賦

上記以外の物品に係る購買業務に係る費用○資材
（購買・共通購買)

・建設工事に伴うもの:サービス別の当年度取得固定
資産価額比で配賦

・損益工事に伴うもの:当年度で支出されるサービス
別資材取扱額比で配賦

物品の調達・在庫管理に係る費用○資材
（調達・在庫管理）

・建設工事に伴うもの:サービス別の当年度取得固定
資産価額比で配賦

・損益工事に伴うもの:当年度で支出されるサービス
別資材取扱額比で配賦

物品の保管・荷役・輸配送に係る費用○資材
（保管・荷役・

輸配送）

・建設工事に伴うもの:サービス別の当年度取得固定
資産価額比で配賦

・損益工事に伴うもの:当年度で支出されるサービス
別資材取扱額比で配賦

物品の保管、荷役、輸配送業務に関する情報システ
ム等の維持業務に係る費用

○資材
（情報）

－１８－



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・資材業務のサービス別支出額比で配賦各資材業務に共通して発生する費用○資材
（資材共通）

・稼働人員数により原価を営業部門、保全部門、管
理共通部門及び試験研究部門に分計したうえで、
それぞれの費用を各部門のサービス別支出額比に
より配賦

病院及び健康管理所における医療に係る費用○医療

管理業務に係る費用◎管理費

・営業部門、保全部門及び共通部門のサービス別支
出額比で配賦

グループ事業推進業務に係る費用○グループ事業推進

・建物、構築物及び土地のサービス別取得固定資産
価額比で配賦

不動産の維持管理、利活用の検討等不動産企画業務
に係る費用

○不動産企画

・電気通信設備のサービス別取得固定資産価額比で
配賦

基本ネットワークの検討、運用管理体制確立及び信
頼性向上のための対策等ネットワーク企画業務に係
る費用

○ネットワーク企画

・営業部門のサービス別支出額比で配賦料金体系の検討、営業戦略の策定等営業企画業務に
係る費用

○営業企画

・営業部門のサービス別支出額比で配賦営業窓口・ＳＯ処理業務に関する業務運営方針の策
定等顧客サービス企画業務に係る費用

○顧客サービス企画

－１９－



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・営業部門のサービス別支出額比で配賦料金請求・売掛金管理の体制整備、事務処理の策定
等料金企画業務に係る費用

○料金企画

・公衆電話部門のサービス別支出額比で配賦公衆電話制度、設置計画の策定業務に係る費用○公衆電話企画

・営業部門のサービス別支出額比で配賦法人ユーザへの営業戦略策定等法人営業企画業務に
係る費用

○法人営業企画

・電気通信設備のサービス別当年度取得固定資産価
額比で配賦

設備投資計画・改良高度化の方針の策定、新技術導
入の検討等設備企画業務に係る費用

○設備企画

・電気通信設備のサービス別当年度取得固定資産価
額比で配賦

請負工事実施のための基本事項の策定、建設調査等
建設企画業務に係る費用

○建設企画

・電気通信設備のサービス別取得固定資産価額比で
配賦

設備保全状況の管理、設備改善計画の策定及び災害
対策等設備管理業務に係る費用

○設備管理

・保全部門のサービス別支出額比で配賦公正競争のための指針の策定、相互接続事業者との
折衝業務及び通信網全体に関する管理運営等業務に
係る費用

○相互接続

・営業部門、保全部門及び共通部門のサービス別支
出額比で配賦

国際標準・国際協力業務に係る費用○国際
（国際標準化活動）

－２０－



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・営業部門、保全部門及び共通部門のサービス別支
出額比で配賦

上記以外の国際業務に係る費用○国際
（国際事業活動）

・建物のサービス別取得固定資産価額比で配賦本社等における建物の維持管理に係る費用○管理共通
（建物）

・営業部門、保全部門及び共通部門のサービス別支
出額比で配賦

本社等における事業企画業務に係る費用○管理共通
（一般管理共通・
事業企画）

・営業部門、保全部門及び共通部門のサービス別支
出額比で配賦

本社等における総務業務に係る費用○管理共通
（一般管理共通・
総務）

・営業部門、保全部門及び共通部門のサービス別支
出額比で配賦

本社等における厚生業務及び労務業務に係る費用○管理共通
（一般管理共通・
厚生）

・営業部門、保全部門及び共通部門のサービス別支
出額比で配賦

本社等における人事業務に係る費用○管理共通
（一般管理共通・
人事）

・営業部門、保全部門及び共通部門のサービス別支
出額比で配賦

本社等における経理業務に係る費用○管理共通
（一般管理共通・
経理）

試験研究に係る費用◎試験研究費

－２１－



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・サービス別収入額比で配賦ユーザ向けサービスに関する試験研究に係る費用○一般試験研究
（ユーザ系）

・機械設備（主配線盤）及び加入者線路設備のサー
ビス別当年度取得固定資産価額比で配賦

アクセス網に関する試験研究に係る費用○一般試験研究
（インフラ系・

アクセス）

・機械設備（端末系交換設備等）のサービス別当年
度取得固定資産価額比で配賦

機械設備（端末系交換設備等）に関する試験研究に
係る費用

○一般試験研究
（インフラ系・

ノードシステム）

・機械設備（伝送機械設備等）のサービス別当年度
取得固定資産価額比で配賦

機械設備（伝送機械設備等）に関する試験研究に係
る費用

○一般試験研究
（インフラ系・

リンクシステム）

・機械設備及び線路設備のサービス別当年度取得固
定資産価額比で配賦

インフラ系通信網の監視、保守、運用の向上に関す
る試験研究に係る費用

○一般試験研究
（インフラ系・

オペレーション
システム）

・機械設備及び線路設備のサービス別当年度取得固
定資産価額比で配賦

通信網アーキテクチャ、構成法等に関する試験研究
に係る費用

○一般試験研究
（インフラ系・

通信網構成）

・線路設備及び土木設備のサービス別当年度取得固
定資産価額比で配賦

線路・土木設備等に関する試験研究に係る費用○一般試験研究
（インフラ系・

線路土木）

・建物のサービス別当年度取得固定資産価額比で
配賦

通信用建物に関する試験研究に係る費用○一般試験研究
（インフラ系・

通信用建物）

－２２－



ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・電力設備のサービス別当年度取得固定資産価額比
で配賦

通信用電力装置に関する試験研究に係る費用○一般試験研究
（インフラ系・

通信用電力装置）

・無線設備のサービス別当年度取得固定資産価額比
で配賦

無線システムに関する試験研究に係る費用○一般試験研究
（インフラ系・
無線システム）

・サービス別収入額比で配賦将来のユーザ系システム・装置・部品の開発を支え
る基礎技術の試験研究に係る費用

○一般試験研究

（基礎技術・ユーザ
系基礎技術）

・機械設備及び線路設備のサービス別当年度取得固
定資産価額比で配賦

将来のインフラ系システム・装置・部品の開発を
支える基礎技術の試験研究に係る費用

○一般試験研究

（基礎技術・インフ
ラ系基礎技術）

・サービス別収入額比で配賦将来の革新的通信技術の可能性を追求する純粋基礎
研究に係る費用

○一般試験研究
（基礎技術・

純粋基礎研究）

・試験研究部門のサービス別支出額比で配賦各試験研究に共通して発生する費用○試験研究共通

有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費◎減価償却費

・市内線路設備のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

加入者線路設備及び市内中継線路設備に係る減価償
却費

○市内線路設備
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ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・市外線路設備のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

市外線路設備に係る減価償却費○市外線路設備

・土木設備のサービス別正味固定資産価額比で配賦土木設備（管路、マンホール、とう道等）に係る
減価償却費

○土木設備

・機械設備のサービス別正味固定資産価額比で配賦機械設備（市内機械設備、伝送機械設備等）に係る
減価償却費

○機械設備

・建物のサービス別正味固定資産価額比で配賦建物（附属設備〔給排水設備、冷暖房設備等〕を含
む）に係る減価償却費

○建物

・構築物のサービス別正味固定資産価額比で配賦構築物（防壁、舗装道路等）に係る減価償却費○構築物

・機械及び装置のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

機械及び装置（自走式作業用機械設備等）に係る
減価償却費

○機械及び装置

・車両及び船舶のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

車両及び船舶（移動無線車等）に係る減価償却費○車両及び船舶

・工具、器具及び備品のサービス別正味固定資産価
額比で配賦

工具、器具及び備品（事務機器、電子計算機等）に
係る減価償却費

○工具、器具及び
備品
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ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・無形固定資産のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

無形固定資産（ソフトウェア、共同溝利用権等）に
係る減価償却費

○無形固定資産

・リース資産のサービス別正味固定資産価額比で

配賦

リース資産に係る減価償却費○リース資産

固定資産の除却損◎固定資産除却費
（除却損）

・市内線路設備のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

加入者線路設備及び市内中継線路設備に係る除却損○市内線路設備

・市外線路設備のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

市外線路設備に係る除却損○市外線路設備

・土木設備のサービス別正味固定資産価額比で配賦土木設備（管路、マンホール、とう道等）に係る
除却損

○土木設備

・機械設備のサービス別正味固定資産価額比で配賦機械設備（市内機械設備、伝送機械設備等）に係る
除却損

○機械設備

・建物のサービス別正味固定資産価額比で配賦建物（附属設備〔給排水設備、冷暖房設備等〕を含
む）に係る除却損

○建物
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ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・構築物のサービス別正味固定資産価額比で配賦構築物（防壁、舗装道路等）に係る除却損○構築物

・機械及び装置のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

機械及び装置（自走式作業用機械設備等）に係る
除却損

○機械及び装置

・車両及び船舶のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

車両及び船舶（移動無線車等）に係る除却損○車両及び船舶

・工具、器具及び備品のサービス別正味固定資産価
額比で配賦

工具、器具及び備品（事務機器、電子計算機等）に
係る除却損

○工具、器具及び
備品

・土地のサービス別正味固定資産価額比で配賦土地に係る除却損○土地

・無形固定資産のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

無形固定資産（ソフトウェア、共同溝利用権等）に
係る除却損

○無形固定資産

・リース資産のサービス別正味固定資産価額比で

配賦

リース資産に係る除却損○リース資産

固定資産の撤去費用◎固定資産除却費
（撤去費用）
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ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・市内線路設備のサービス別取得固定資産価額比で
配賦

加入者線路設備及び市内中継線路設備に係る撤去
費用

○市内線路設備

・市外線路設備のサービス別取得固定資産価額比で
配賦

市外線路設備に係る撤去費用○市外線路設備

・土木設備のサービス別取得固定資産価額比で配賦土木設備（管路、マンホール、とう道等）に係る
撤去費用

○土木設備

・機械設備のサービス別取得固定資産価額比で配賦機械設備（市内機械設備、伝送機械設備等）に係る
撤去費用

○機械設備

・建物のサービス別取得固定資産価額比で配賦建物（附属設備〔給排水設備、冷暖房設備等〕を含
む）に係る撤去費用

○建物

・構築物のサービス別取得固定資産価額比で配賦構築物（防壁、舗装道路等）に係る撤去費用○構築物

・機械及び装置のサービス別取得固定資産価額比で
配賦

機械及び装置（自走式作業用機械設備等）に係る
撤去費用

○機械及び装置

・車両及び船舶のサービス別取得固定資産価額比で
配賦

車両及び船舶（移動無線車等）に係る撤去費用○車両及び船舶
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ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・工具、器具及び備品のサービス別取得固定資産価
額比で配賦

工具、器具及び備品（事務機器、電子計算機等）に
係る撤去費用

○工具、器具及び
備品

・土地のサービス別取得固定資産価額比で配賦土地に係る撤去費用○土地

他の電気通信事業者が所有する電気通信設備の
使用料

◎通信設備使用料

・サービス別トラヒック比で配賦他の電気通信事業者が所有する電気通信設備の
使用料

○網使用料

・市内機械設備及び市外機械設備のサービス別取得
固定資産価額比で配賦

他の電気通信事業者が所有する共通線信号網に係る
電気通信設備の使用料

○伝送路使用料
（共通線信号網）

・市内機械設備及び市外機械設備のサービス別取得
固定資産価額比で配賦

他の電気通信事業者が所有する呼関連データベース
に係る電気通信設備の使用料

○伝送路使用料
（呼関連データ
ベース）

・市内機械設備及び市外機械設備のサービス別取得
固定資産価額比で配賦

他の電気通信事業者が所有する交換設備に係る電気
通信設備の使用料

○設備使用料
（交換設備）

・機械設備及び線路設備のサービス別取得固定資産
価額比で配賦

他の電気通信事業者が所有する無線等設備に係る電
気通信設備の使用料

○設備使用料
（無線等設備）
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ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・電力設備のサービス別取得固定資産価額比で配賦他の電気通信事業者が所有する電力設備に係る電気
通信設備の使用料

○設備使用料
（電力設備）

・機械設備及び線路設備のサービス別取得固定資産
価額比で配賦

他の電気通信事業者が所有する網改造料に係る電気
通信設備の使用料

○網改造料

・機械設備、線路設備及び土木設備のサービス別取
得固定資産価額比で配賦

他の電気通信事業者が所有する上記以外の設備に係
る電気通信設備の使用料

○その他の設備
（その他）

固定資産税等の租税（当年度の利益に課税される法
人税及び住民税並びに事業税〔所得割〕を除く）、
道路占用料等の公課

◎租税公課

・サービス別収入額比、サービス別支出額比及び電
気通信設備のサービス別取得固定資産価額比を加
重平均した複合比で配賦

印紙税法に基づき納付した印紙税＜国税＞
○印紙税

・建物及び土地のサービス別取得固定資産価額比で
配賦

登録免許税法に基づき納付した登録免許税○登録免許税

・保全部門のサービス別支出額比で配賦自動車重量税法に基づき納付した自動車重量税○自動車重量税

・上記の租税（国税）のサービス別支出額比で配賦上記以外に納付した国税○その他の国税
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ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・建物及び土地のサービス別当年度取得固定資産価
額比で配賦

地方税法に基づき納付した不動産取得税＜地方税＞
○不動産取得税

・保全部門のサービス別支出額比で配賦地方税法に基づき納付した自動車税○自動車税

・電気通信設備のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

地方税法に基づき納付した固定資産税○固定資産税

・保全部門のサービス別支出額比で配賦地方税法に基づき納付した軽自動車税○軽自動車税

・土地のサービス別取得固定資産価額比で配賦地方税法に基づき納付した特別土地保有税○特別土地保有税

・保全部門のサービス別支出額比で配賦地方税法に基づき納付した自動車取得税○自動車取得税

・管理共通部門及び試験研究部門のサービス別支出
額比で配賦

地方税法に基づき納付した事業所税○事業所税

・営業部門、保全部門、管理共通部門及び試験研究
部門のサービス別支出額比で配賦

地方税法に基づき納付した事業税○事業税
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ユニバーサルサービス費用の主な把握方法費用科目に計上される費用の内容費用科目

・建物及び土地のサービス別正味固定資産価額比で
配賦

地方税法に基づき納付した都市計画税○都市計画税

・上記の租税（地方税）のサービス別支出額比で
配賦

上記以外に納付した地方税○その他の地方税

・線路設備、土木設備及び公衆電話機械設備のサー
ビス別取得固定資産価額比で配賦

道路法に基づき納付した道路の占用料○道路占用料

・機械設備（無線機械設備）のサービス別取得固定
資産価額比で配賦

電波法に基づき納付した電波利用料○電波利用料

・線路設備、土木設備及び公衆電話機械設備のサー
ビス別取得固定資産価額比で配賦

港湾法に基づき納付した港湾区域の占用料○港湾占用料

・線路設備、土木設備及び公衆電話機械設備のサー
ビス別取得固定資産価額比で配賦

河川法に基づき納付した河川区域の占用料○河川占用料

・線路設備、土木設備及び公衆電話機械設備のサー
ビス別取得固定資産価額比で配賦

地方自治法に基づき納付した行政財産使用料（道路
占用料、港湾占用料及び河川占用料を除く）

○行政財産使用料

・サービス別収入額比、サービス別支出額比及び電
気通信設備のサービス別取得固定資産価額比を加
重平均した複合比で配賦

上記以外に納付した租税公課○その他の租税公課
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（別紙）ユニバーサルサービスの固定資産価額の把握方法について

－３２－

・ユニバーサルサービスのサービス提供に必要な設備の取得固定資産価額及び正味固定資産価額は、次に掲げる固定資産の取得固定資
産価額及び正味固定資産価額をもとに、以下の方法を用いて把握しています。

ユニバーサルサービスの固定資産価額の主な把握方法固定資産の種類

・加入者線路設備（メタルケーブル）の固定資産価額は、当該設備を用いるサービス別回
線数比で配賦
加入者線路設備（光ファイバ）の固定資産価額は、当該設備を用いるサービス別芯線数
比で配賦

・市内中継線路設備（光ファイバ）の固定資産価額のうち、
基本料費用に付替えるＮＴＳコストについては、当該設備を用いるサービス別芯線数比
で配賦

※ＮＴＳコストのうち、局設置ＲＴ～加入者交換機間伝送路に係る資産の一部については、総額を接続料

原価へ配賦

上記以外の固定資産価額については、当該設備を用いるサービス別トラヒック比で配賦

◎市内線路設備
（加入者線路設備、市内中継線路設備）

・基本料費用に付替えるＮＴＳコスト（一部を除き総額を配賦）については、当該設備を
用いるサービス別芯線数比で配賦

※ＮＴＳコストのうち、局設置ＲＴ～加入者交換機間伝送路に係る資産の一部については、総額を接続料

原価へ配賦

・上記以外の固定資産価額については、当該設備を用いるサービス別トラヒック比で配賦

◎市外線路設備

・加入者線路（メタルケーブル）に係る土木設備の固定資産価額は、地下メタルケーブル
を用いるサービス別回線数比で配賦
加入者線路（光ファイバ）に係る土木設備の固定資産価額は、地下光ケーブルを用いる
サービス別芯線数比で配賦

・市内中継線路及び市外線路（光ファイバ）に係る土木設備の固定資産価額のうち、
基本料費用に付替えるＮＴＳコスト（一部を除き総額を配賦）については、地下光ケー
ブルを用いるサービス別芯線数比で配賦

※ＮＴＳコストのうち、局設置ＲＴ～加入者交換機間伝送路に係る資産の一部については、総額を接続料

原価へ配賦

上記以外の固定資産価額については、地下光ケーブルを用いるサービス別トラヒック比
で配賦

◎土木設備



ユニバーサルサービスの固定資産価額の主な把握方法固定資産の種類

◎機械設備

・サービス別回線数比で配賦主配線盤

○市内機械設備

・基本料費用に付替えるＮＴＳコスト（一部を除き総額を配賦）については、当該設備を
用いるサービス別回線数比で配賦

・上記以外の固定資産価額については、当該設備を用いるサービス別トラヒック比で配賦

加入者系半固定パス
伝送装置（ＬＸＭ）

・交換機等に収容されているアナログ加入者インターフェース装置及びＩＳＤＮ加入者イ
ンターフェース装置の固定資産価額については、当該設備を用いるサービス別回線数比
で配賦
アナログ加入者インターフェース装置はＮＴＳコストに該当し、
一部を除き総額を配賦

・上記以外の固定資産価額については当該設備を用いるサービス別トラヒック比で配賦

端末系交換設備

・当該設備を用いるサービス別トラヒック比で配賦中継交換設備

○市外機械設備 ・当該設備を用いるサービス別トラヒック比で配賦
相互接続用関門交換
機

・当該設備を用いるサービス別トラヒック比で配賦信号網設備

・公衆電話の第一種と第二種の設置台数比で配賦のうえ、サービス別トラヒック比で配賦○公衆電話機械設備

－３３－



－３４－

ユニバーサルサービスの固定資産価額の主な把握方法固定資産の種類

◎機械設備

・加入者無線設備の固定資産価額は、当該設備を用いるサービス別回線数比で配賦
・中継無線設備の固定資産価額のうち、基本料費用に付替えるＮＴＳコスト（一部を除き

総額を配賦）については、当該設備を用いるサービス別回線数比で配賦
※ＮＴＳコストのうち、局設置ＲＴ～加入者交換機間伝送路に係る資産の一部については、総額を接続料

原価へ配賦

上記以外の固定資産価額については、当該設備を用いるサービス別トラヒック比で配賦

○無線機械設備

・ＲＴ装置に収容されているＩＳＤＮ加入者インターフェイス装置の固定資産価額につい
ては、当該設備を用いるサービス別回線数比で配賦

・ＲＴ装置本体及びアナログ加入者インターフェイス装置の固定資産価額のうち、基本料
費用に付替えるＮＴＳコスト（一部を除き総額を配賦）については、当該設備を用いる
サービス別回線数比で配賦
※ＮＴＳコストのうち、ＲＴ装置の一部については、総額を接続料原価へ配賦

上記以外の固定資産価額については、当該設備を用いるサービス別トラヒック比で配賦

ＲＴ装置

○伝送機械設備

・加入者伝送設備の固定資産価額は、当該設備を用いるサービス別回線数比で配賦
・中継伝送設備の固定資産価額のうち、基本料費用に付替えるＮＴＳコスト（一部を除き

総額を配賦）については当該設備を用いるサービス別回線数比で配賦
※ＮＴＳコストのうち、局設置ＲＴ～加入者交換機間伝送路に係る資産の一部については、総額を接続料

原価へ配賦

上記以外の固定資産価額については、当該設備を用いるサービス別トラヒック比で配賦

共通伝送機械

・市内機械設備及び伝送機械設備等に係るサービス別仕様電力値比で配賦○電力設備

・上記の機械設備に係るサービス別監視件数比で配賦○監視設備



－３５－

ユニバーサルサービスの固定資産価額の主な把握方法固定資産の種類

・建物（機械室）の固定資産価額は、機械設備のサービス別取得固定資産価額比で
配賦

・建物（事務室）の固定資産価額は、営業部門、保全部門、管理共通部門及び試験
研究部門のサービス別支出額比で配賦

◎建物

・建物のサービス別取得固定資産価額比で配賦◎構築物

・機械設備及び線路設備のサービス別固定資産価額比で配賦◎機械及び装置

・機械設備及び線路設備のサービス別固定資産価額比で配賦◎車両及び船舶

・工具の固定資産価額は、機械設備及び線路設備のサービス別固定資産価額比で配
賦

・器具及び備品の固定資産価額は、営業部門、保全部門、管理共通部門及び試験研
究部門のサービス別支出額比で配賦

◎工具、器具及び備品

・建物（機械室）に係る土地の固定資産価額は、建物（機械室）のサービス別固定
資産価額比で配賦

・建物（事務室）に係る土地の固定資産価額は、建物（事務室）のサービス別固定
資産価額比で配賦

◎土地

・ソフトウェアの固定資産価額は、機械設備及び線路設備のサービス別固定資産価
額比で配賦

・共同溝利用権等の固定資産価額は、土木設備のサービス別固定資産価額比で配賦
・それ以外の無形固定資産の固定資産価額は、営業部門、保全部門、管理共通部門
及び試験研究部門のサービス別支出額比で配賦

◎無形固定資産

・リース資産の種類（「建物」、「構築物」、「機械及び装置」、「車両及び船
舶」、「工具、器具及び備品」、「無形固定資産」、「機械設備」）毎に上記と
同様の方法で配賦

◎リース資産



（参考）関連法令条文

－３６－

電気通信事業法施行規則（抜粋）
（第一号基礎的電気通信役務収支表の公表等）
第四十条の四

法第百八条第一項第一号の公表は、第一号基礎的電気通信役務収支表によるものとする。

２ 法第百八条第一項第一号の規定による第一号基礎的電気通信役務に関する収支の状況の公表は、前条の規定による申請をしようとする電気通信事業者
にあつては当該申請の前に、第一種適格電気通信事業者にあつては毎事業年度経過後五月以内に、インターネットを利用することにより、これを行わ
なければならない。

３ 前項の公表は、当該公表の日から起算して五年を経過するまでの間、これを行わなければならない。

電気通信事業法施行規則附則（抜粋）
（平成二三年四月二七日総務省令第四二号）
（経過措置等）

４ 新施行規則様式第三十八の二については、当分の間、なお従前の例による。

電気通信事業法施行規則附則（抜粋）
（令和五年三月二三日総務省令第一八号）
（経過措置等）

２ この省令による改正後の電気通信事業法施行規則（以下「新施行規則」という。）様式第三十八の二の第一表については、当分の間、一の項（２）、
三の項及び四の項を記載しないこととする。

電気通信事業法施行規則附則（抜粋）

（令和五年八月二八日総務省令第六五号）
（経過措置）

２ この省令による改正後の電気通信事業法施行規則様式第三十八の二（以下「第一号基礎的電気通信役務収支表」という。）第一表については、当分の間、
三の項を記載しないこととする。

３ 令和六年度中に提出する第一号基礎的電気通信役務収支表第一表については、この省令による改正前の電気通信事業法施行規則（以下「旧施行規則」と
いう。）第十四条第二号ロに規定する電気通信役務の提供に係る営業収益、営業費用及び営業利益は、欄を設けて記載することとし、同表の注二の規定
の適用については、同注二中「第１４条第２号イ」とあるのは「令和６年１月１日から同年３月３１日までの間に提供した第１４条第２号イ」とする。

（注）ユニバーサルサービスは、法令上、第一号基礎的電気通信役務といいます。



様式38の2（第40条の3第2号、第40条の4第1項関係）

第一号基礎的電気通信役務収支表

第1表 電気通信事業施行規則第14条第1号、第2号及び第4号に掲げるもの
(単位 円)

事業者名

年 月 日から
年 月 日まで

－３７－

注 1

2

3

4

第一号基礎的電気通信役務と第一号基礎的電気通信役務以外の電気通信役務とに関連する費用については、第40条の5の3第2項各号の表に掲げる基準によるほか、適正
な基準によりそれぞれの役務に配賦しなければならない。当該基準によつて配賦することが著しく困難なときは、その全部を主たる関連を有する役務に整理することがで
きる。

2以上の細目の電気通信役務に関連する費用については、第40条の5の3第2項各号の表に掲げる基準によるほか、適正な基準によりそれぞれの役務に配賦しなければなら
ない。当該基準によつて配賦することが著しく困難なときは、その全部を主たる関連を有する役務に整理することができる。

第14条第2号イに規定する第一号基礎的電気通信役務に係るもののうち、当該電気通信事業者が設置する電気通信設備との接続及び当該電気通信設備を用いる卸電気
通信役務の提供を受ける契約に関して他の電気通信事業者が負担した額、通信量及び単価に係る営業収益、営業費用及び営業利益を含めないものとする。

法第108条第1項の規定による指定を受けようとする電気通信事業者がこの表を作成する場合には、第14条第1号ロ、第2号ロ、第3号ロ及び第4号ロに規定する第一号基礎
的電気通信役務に係る営業収益、営業費用及び営業利益を含めないものとする。

1の項(3)及び2の項(3)の営業費用の欄には、当該役務を提供するために要した費用から当該役務を行うための設備等の設置への対価として得た収益を差し引いた額を記
載すること。

「うち設備管理部門費用」、「うち設備利用部門費用」及び「うち第一種公衆電話機台数削減費用」の欄は、第一種適格電気通信事業者に限り記載するものとする。5

6

「設備管理部門費用」及び「設備利用部門費用」は、それぞれ第一種指定電気通信設備接続会計規則(平成9年郵政省令第91号)第2条第2項第1号及び第2号に規定する
「第一種指定設備管理部門」及び「第一種指定設備利用部門」に相当する部門に係る費用とし、「第一種公衆電話機台数削減費用」は第14条第2号に規定する第一種公衆
電話機を設置して提供する音声伝送役務のみに用いられる電気通信設備及びこれの附属設備の撤去(当該電気通信設備及びこれの附属設備の撤去のみを目的とするものに
限る。)に係る費用とする。

7

摘要営業利益

営業費用

営業収益役務の細目

うち設備利用部門費用うち設備管理部門費用
うち第一種公衆電話機
台数削減費用

うち第一種公衆電話機
台数削減以外の費用

基本料加入電話

緊急通報

小 計

市内通信第一種公衆電話

緊急通報

小 計

基本料ワイヤレス固定電話

緊急通報

小 計

合 計



－３８－

第２表 交付金等
(単位 円)

営業収益 営業費用 営業利益 摘要役務の細目

1 交付金

2 当該適格電気通信事業者の
算定自己負担額

3 負担金

計

注 1

2 電気通信事業者が法第108条第１項の指定を受けようとする場合には、この表は不要とする。

「交付金」とは法第107条第1号の交付金を、「当該適格電気通信事業者の算定自己負担額」とは第一号基礎的電気通信役務の提供に係る第一種交付金及び第一種負担金
算定等規則(平成14年総務省令第64号)第5条第1項の当該第一種適格電気通信事業者の算定自己負担額を、「負担金」とは法第110条第1項の第一種負担金を示す。


